
 

 

 

 

 

地方公務員法（抄）（昭和二十五年十二月十三日法律第二百六十一号） 

第二十四条   

３ 職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者

の給与その他の事情を考慮して定められなければならない。  

 

 

地方公務員の給与のあり方に関する研究会報告書（抄）（平成 18 年３月） 

６ 改革の方向 

⑴  給与決定の考え方 

① 職務給の原則と均衡の原則 

（略） 

本研究会では、給与制度面での適用の場面と給与水準面での適用の場面を分け以下のよう

に対応することとし、従来の国公準拠の考え方を刷新することを提言する。 

Ａ  給与制度（給料表の構造や手当の種類・内容等）については、公務としての近似性・類

似性を重視して均衡の原則が適用されるべきである。この場合、公務にふさわしい給与制

度としては、現状での取組みとしては、地方公務員と同様に情勢適応の原則や職務給の原

則の下にあり、人事院等の専門的な体制によって制度設計されている国家公務員の給与制

度を基本とすべきである。 

但し、これは、国と地方公共団体の違いに基づく差異とともに、情勢適応の原則や職務

給の原則にのっとった合理的な範囲内で、個々の地方公共団体の規模、組織等も考慮され

るべきものであり、画一的に国家公務員の給与制度と合致することを求めるものではない。 

Ｂ  給与水準については、地方分権の進展を踏まえ、地域の労働市場における人材確保の観

点や、住民等の納得を得られる給与水準にするという要請がより重視されると考えられる

ことから、地域の民間給与をより重視して均衡の原則を適用すべきである。具体的には、

Ａの下で、各地方公共団体がそれぞれの地域民間給与の水準をより反映した給料表を定め

るべきである。すなわち、給料表の構造については、国の俸給表の構造を基本にした上で、

地域民間給与の水準を反映するため、給料表の各号給の額について、一定の調整を行った

給料表とする等の措置をとるべきである。 

この場合、仮に民間給与が著しく高い地域であったとしても、公務としての近似性及び

財源負担の面から、それぞれの地域における国家公務員の給与水準をその地域の地方公務

員の給与の水準決定の目安と考えるべきである。 

生計費及び他の地方公共団体の職員の給与は、以上の考え方の下で、考慮要素のひとつ

として勘案されるべきものである。 

現行の均衡原則の運用 


